
第 60 期   決算公告

自　　２０２５年  ４月　１日

至　　２０２６年　３月３１日

東京都大田区雪谷大塚町１－７
アルパイン株式会社



　(資産の部) 　(負債の部)

流動資産 2,492 流動負債 731

現 金 及 び 預 金 349 短 期 借 入 金 140

売 掛 金 347 未 払 金 545

未 収 入 金 1,771 未 払 法 人 税 等 45

そ の 他 23

固定負債 4,374

繰 延 税 金 負 債 4,374

5,106

　(純資産の部)

固定資産 39,846 株主資本 27,402

無形固定資産 67 資本金 101

投資その他の資産 39,778 資本剰余金 24,905

投 資 有 価 証 券 18,162 資本準備金 26

関 係 会 社 株 式 8,447 その他資本剰余金 24,879

その他の関係会社有価証券 77 利益剰余金 2,395

出 資 金 111 その他利益剰余金 2,395

関 係 会 社 出 資 金 12,980 繰越利益剰余金 2,395

評価･換算差額等 9,830

その他有価証券評価差額金 9,830

37,232

42,338 42,338負債・純資産合計資　産　合　計

純資産合計

貸     借     対     照     表

2026年３月31日現在

科          目 金          額 科          目 金          額

負債合計

 （ 単 位 ： 百万円 ）
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（ 単 位 ： 百万円 ）

1,190

1,190

162

1,028

19

5,006

167

0 5,193

0

12

0 12

6,208

0 0

0 0

6,208

632

16 649

5,558

損     益     計     算     書

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

科　目 金　額

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

そ の 他

そ の 他

売 上 高

そ の 他

営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

販売費及び一般管 理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息

為 替 差 益

海 外 源 泉 税

支 払 利 息
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配当平均積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

2025年3月31日残高 101 24,905 － 24,905 883 1,750 31,452 △ 23,956 10,130 35,136

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 13,293 △ 13,293 △ 13,293

当期純利益 5,558 5,558 5,558

資本準備金の取崩 △ 24,879 24,879 － －

利益準備金の取崩 △ 883 883 － －

任意積立金の取崩 △ 1,750 △ 31,452 33,202 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 － △ 24,879 24,879 － △ 883 △ 1,750 △ 31,452 26,351 △ 7,734 △ 7,734

2026年3月31日残高 101 26 24,879 24,905 － － － 2,395 2,395 27,402

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2025年3月31日残高 10,782 10,782 45,918

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 13,293

当期純利益 5,558

資本準備金の取崩 －

利益準備金の取崩 －

任意積立金の取崩 －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

△ 952 △ 952 △ 952

事業年度中の変動額合計 △ 952 △ 952 △ 8,687

2026年3月31日残高 9,830 9,830 37,232

利益準備金資本準備金
資本剰余金

合計

評価・換算差額等

純資産合計

株主資本等変動計算書

資本金

自　2025年4月 1日
至　2026年3月31日

利益剰余金合計

その他利益剰余金

(単位：百万円）

株主資本
合計

利益剰余金

株主資本

資本剰余金

その他
資本剰余金
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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法を採用しています。 

②その他有価証券  

 ・市場価格のない 

株式等以外のもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定）を採用しています。 

 ・市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を採用しています。 

  

 

２．固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

 

３．収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約束した財又は 

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を 

認識しています。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しています。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．無形固定資産の減価償却累計額 10 百万円 

 

  ２. 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権       1,995 百万円 

短期金銭債務         627 百万円 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

(1) 売上高         1,190百万円 

(2) 営業費用           30百万円 

(3) 営業取引以外の取引高    4,205百万円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項  

株 式 の 種 類 
当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

発 行 済 株 式     

普 通 株 式 61,999千株 －千株 －千株 61,999千株 

合 計 61,999千株 －千株 －千株 61,999千株 
 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額等 

2025年６月24日開催の第59回定時株主総会による配当に関する事項 

・配当金の総額     5,793百万円 

・１株当たり配当額   93.44円 

・基準日        2025年３月31日 

・効力発生日      2025年６月25日 
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2026年１月26日開催の臨時株主総会による配当に関する事項 

・配当金の総額     7,500百万円 

・１株当たり配当額   120.97円 

・基準日        2025年12月31日 

・効力発生日      2026年３月17日 

 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生が翌事業年度になるもの 

2026年６月24日開催の第60回定時株主総会において次のとおり付議します。 

・配当金の総額     1,886百万円 

・１株当たり配当額   30.42円 

・基準日        2026年３月31日 

・効力発生日      2026年６月25日 

 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）    

   投資有価証券評価損                      89百万円 

   関係会社株式評価損                     215 〃  

   繰越欠損金                        2,153 〃  

繰延税金資産小計                    2,457 〃  

   税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額          △2,112 〃  

   将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額         △304 〃  

評価性引当額小計                   △2,416 〃  

繰延税金資産合計                     41 〃  

（繰延税金負債）    

有価証券評価差額金                   △4,413 〃  

 その他                           △2 〃  

繰延税金負債合計                   △4,415 〃  

繰延税金資産負債の純額                △4,374 〃  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因 

となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率                          30.4  ％ 

   （調整） 

評価性引当額減少                      △4.9 〃  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目        △21.0 〃  

未収受配に係る源泉税引当取崩時調整額            1.6 〃  

外国子会社からの配当等の源泉税等              1.1 〃  

   繰越欠損金の期限切れ                    4.4 〃  

その他                          △1.2 〃  

税効果会計適用後の法人税等の負担率             10.4 〃  

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

   当社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示 

に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又は 

これらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っています。 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び子会社との取引 

種類 会社等の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 

(注１) 

科目 
期末残高 

(百万円) 

親
会
社 

アルプス 

アルパイン(株) 
100％ 役員の兼任 業務委託料 15 未払金 1 

子

会

社 

アルパイン 

マーケティング(株) 
100％ 役員の兼任 

ブランド 

ロイヤリティ収入 
606 売掛金 63 

業務委託料 14 未払金 3 

ALPINE ELECTRONICS OF 

AUSTRALIA PTY. LTD. 
100％ 役員の兼任 

ブランド 

ロイヤリティ収入 
46 売掛金 25 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上決定しています。 
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